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清末中国における日本人法律教員
および法律顧問招聘の経緯について
―京師法律学堂と修訂法律館による招聘を中心に―
熊 達 雲
はじめに
南里知樹の調査によれば，中国が日本人顧問を最初に招聘したのは日
清戦争終了後の１８９６（明治２９年，光緒２２年）年であった。同年，広東省の
東文学館日本語教習として招聘を受けた長谷川雄太郎は最初の応聘者だ
という。１８９８年から日本人顧問を本格的に招聘し始めたが，人数は僅少
であった。但し，下表に示されたように，新政が始まった１９０２年に招聘
の人数が急速に増え，前年の２６人から一気に１１６人となり，以後年々増
加してピークの１９０８年には５５５人に達した。招聘の範囲も教育から工
業，農業，鉱山，軍事，医療，税関乃至警察，法律など殆どすべての分
野に及んでいたといえ
（１）
る。この流れの中で，１９００年代初期に創設された
修訂法律館及び附設京師法律学堂も日本から岡田朝太郎，松岡義正，志
田太郎，小河滋次郎など著名な学者及び法曹実務者を法学教員兼法律
清末における清朝が招聘した日本人教習、顧問の人数
年度 １８９６年 １８９７年 １８９８年 １８９９年 １９００年 １９０１年 １９０２年 １９０３年
人数 １ ０ ３ ８ １３ ２６ １１６ １５１
年度 １９０４年 １９０５年 １９０６年 １９０７年 １９０８年 １９０９年 １９１０年 １９１１年
人数 ２１８ ２４３ ４３１ ５２０ ５５５ ５３２ ４８４ ３５８
出典：南里知樹編『中国政府雇用の日本人』（日中問題重要関係資料集 第三巻 近代日中
関係資料第Ⅱ集）龍渓書舎，１９７６年２月，第１表「中国政府雇用日本人省別編年表
（１８９６～１９２５，１９３６）に基づき作成。
６９
編纂「調査員」として招聘していた。本稿では，主にその招聘の経緯に
ついて検証したい。
１ 清国駐屯軍司令官による秘密報告から見た招聘の経緯
京師法律学堂と修訂法律館が日本から法学教員と法律編纂顧問を招聘
する経緯について，明治３９年７月９日，清国駐屯軍司令官神尾光臣より
陸軍大臣寺内正毅宛に送信した秘密報告「駐屯軍報告第十七号」はそれ
を述べている。以下はその全文である。
「北京政府ハ昨年夏其政務処ニ於テ会議を開キ，富国強兵ノ実ヲ挙ク
ルニハ清国古来ノ諸法律ヲ改訂スルノ急務ナルヲ議決シ，上奏裁可ヲ経
テ北京刑部内ニ修律処ナルモノヲ特設シ，修律大臣ニハ刑部左侍郎沈家
本，同右侍郎伍廷芳ヲ任命シタリ。爾来右二人ハ多数ノ属僚等ト共ニ東
西諸般ノ法規ヲ調査シ，漸ク変通窃盗条例，議恤刑獄及刑事・民事訴訟
法ナルモノヲ脱稿シテ上奏シタルニ，両宮ハ該訴訟法ノ改正ハ清国ニ於
ケル訴訟ノ根本的改革ニシテ頗ル重大ナル問題ナリトシ，其原奏ノ全文
ヲ袁周両総督ニ下シテ再調セシメ，一方ニハ各省督撫ニモ参考トシテ之
ヲ附シタリ。元来右訴訟法案ノ内容及結構ハ総テ我帝国ノ民刑訴訟法ヲ
焼キ直シタルモノニシテ，而モ其大部分ハ半可通ノ日本留学生等ノ手ニ
立案セシモノナルヲ以テ，律文トシテハ甚タ不完全ナリシ。加之清国目
下ノ国情ニ合セス，到底国法トシテ用ユヘキ価値ナシ。此ヲ以テ督撫中
一人モ之ニ対シテ賛成ヲ表シタルモノナシ。而シテ修律両大臣ハ事毎ニ
意見ヲ異ニシ，而カモ沈ハ自ラ清国ノ大法律家ヲ以テ任シ，頑トシテ下
ラサル有様ナルヲ以テ，彼ノ比較的法理思想ヲ有シ，稍文明ノ智識ニ富
ミタル伍廷芳ノ意見ノ如キハ絶対ニ之ヲ軽視シツツアリ。
「伍廷芳ハ此形勢ヲ見，且北京政界一ノ後援者ナカリシヲ以テ，常ニ
多クハ黙々シテ経過シ来リシモ其勃々タル不平ハ到底禁スヘカラス，遂
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ニ前記訴訟法ノ完成ヲ期トシテ数回請願ノ上，墓参ノ名義ヲ以テ帰省ノ
許可ヲ得。将ニ故山ニ帰ラントスル途次（旧三月下旬）天津ニ立寄リ，袁
総督ヲ訪問シ，自己身上ノ現在ノ状況ヲ詳述シ，且曰ク，目下清国ニ於
ケル諸般法律ノ改正新定ノコトハ実ニ列強ノ深ク注目スル所ナルノミナ
ラス，又各国トノ条約上ニモ義務ヲ負フモノ尠ナカラス故ニ，苟モ一ノ
法規ヲ定メント欲セバ，須ラク内外ノ法理ヲ究メ，以テ其基礎トナササ
ルヘカラス。然ルニ現今清国人中ヨリ法理ニ通暁セルモノヲ求ムルコト
ハ固ヨリ不可能ノコトナレハ，現在ノ如キ処置ヲ以テシテ，法律改正ヲ
ナスコトハ到底遂ニ之レヲ遂クル能ハス云々ト。
「右ノ伍ノ談話ハ痛ク袁ノ心ヲ動揺セシメタリ。於是カ袁ハ北京政府
ニ勧告シテ，其救済ノ道ヲ講スベシト答ヘ，直チニ其親密ノ関係ヲ有ス
ル左侍郎紹昌及外務部右侍郎唐紹儀ニ旨ヲ通シ，溥尚書及沈侍郎等ニ対
シ刑部ハ宜シク国家ノ進運ニ伴フ必要上速カニ法律学堂ヲ建設シ，日本
ヨリ第一流ノ法律大家ヲ聘シ，学生ヲシテ完全ナル教育ヲ受ケシム可シ
トノ忠言ヲナサシメ同時ニ，経費ノ幾分ハ直隷ノ酒煙税中ヨリ補助スヘ
キヲ以テシタルヨリ，議ハ忽チ決シテ，前後無差別ナル清国官吏ノ事業
ハ極端ナル大組織ヲ以テ，法律学堂ナルモノヲ刑部ノ直轄事業トシテ建
設スル事トナシタリ。刑部ハ此議一タビ決スルヤ，末タ其計画予算等オ
モ定メサルニ，楊日本公使ニ打電シテ，日本第一流ノ法律家ニシテ，清
国政府ノ聘ニ応スルモノアルヤ否ヤヲ調査報告セシメタルニ，楊公使ハ
法学博士梅謙次郎同岡田朝太郎ノ二氏ヲ推挙シ来タレリ。多数ノ留学生
ノ見込ハ区々ナルモ梅，岡田両氏ハ固ヨリ其選中多数ヲ占メタリ。此ニ
於テカ刑部ハ日本公使ヲ通シテ，梅博士請聘ノ事ヲ申込マシメタリ。然
ルニ楊公使ハ刑部ヘ返書シテ曰ク，梅博士ハ教授上ニ於ケル絶対ノ自由
ト一ケ月金千円ノ報酬ヲ得サレハ応シ難シト。刑部ハ先ツ其ノ報酬多額
ナルニ驚キ，種々詮議ヲ重ネタル結果，梅博士ヲ断念シ，第二候補者タ
ル岡田博士ヲ招聘スル事ニ決シ，又楊公使ヲシテ同氏ニ図ラシメタル
ニ，教授上ノ方針ハ梅氏ト同様ナルモ，其報酬ハ一ケ月金八百円ナリト
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ノ返電ニ接シ。刑部ハ之ヲ六百円ニ値切リタルモ，岡田氏応セサル為
メ，刑部ヨリ袁宮保及帰省中ノ伍侍郎ニ電商シタリ。袁宮保ハ直ニ答電
シテ，教習ハ教育ノ骨髄首脳タレバ，品学兼備ノ良師タラハ月修八百円
ノ如キ何ゾ多ト謂ハントノ意ヲ伝ヘタリ。於是頃日北京政府ハ新ニ法律
学堂ヲ設立シ，日本法学博士（刑法専門）岡田朝太郎ヲ三ヶ年ノ期限，
月修八百円ニテ招聘シ，之レカ教習タラシムルニ議決シタリ
（２）
ト」。
２ 梅謙次郎，岡田朝太郎が候補者として指名された経緯
清国駐屯軍司令官の上記秘密報告書は，京師法律学堂の設置及び日本
人教習の招聘の初期段階の経緯について基本的に正しく伝えていると思
われる。しかし，事実の誤認も若干見られる。例えば，「元来右訴訟法
案ノ内容及結構ハ総テ我帝国ノ民刑訴訟法ヲ焼キ直シタルモノニシテ」
というところは凡そオリジナルの法案を入手していなかったことによる
判断であろう。陪審制度の導入が書き込まれたこの『民事刑事訴訟法草
案』は明らかに日本の訴訟法と違い，イギリスの弁護士資格を持ってい
る伍廷芳がリーダシップを発揮して英米法に倣って起案したものと思わ
れる。岡田朝太郎によると，「該律は伍氏英文を用いて起草し，目下陸
軍部に在る丁氏漢訳し，光緒３２年（明治３９年）中草案として上奏し，次て
上諭を用いて之を各地方官に配布し，其意見を徴したる」ものだとい
（３）
う。
また，梅謙次郎が中国からの招聘を最終的に受け入れなかった理由も
やや疑われるところがある。
民事刑事訴訟法案と日本の訴訟法との相違について本文の目的ではな
いので検証を省略するが，ただ，清朝政府が最初は梅，最後は岡田と交
渉していた経緯について検証してみたい。
上記の報告書から読み取れるように，清朝政府は内部で法律学堂の設
立と法学教員の招聘を議論していた段階で，刑部から最早日本駐在大使
の楊枢宛に教習の人選の推薦を依頼していた模様である。依頼を受けた
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楊枢は早速，梅，岡田の二名を推薦したが，本人に直接打診したのは恐
らく，梅謙次郎のみではないかと推測される。これは，岡田が清朝によ
る法学教員の招聘の話を梅から聞いたと述べたことによって裏付けられ
る。岡田は招聘を受けた経緯について次のように述べている。
「明治三十七年晩秋ノ事ト記憶ス。一日梅博士予ニ問ヒテ曰ク，法案
編纂及ヒ法学教授ノ為メ清国ニ赴クノ意無キヤ。未タ具体的ノ交渉アリ
タルニ非スト雖モ参考ノ為ニ存意ヲ知リタシト。因テ答ヘテ曰ク，法学
教授ノ事ハ兎モ角法案編纂ノ事ニ在リテハ必ス首脳ト成ルヘキ人無カル
可ラス。先生ニシテ若シ進ンテ此任ニ当ラルレハ弟子亦喜ンテ驥尾ニ附
シテ其所能ヲ尽クサント。嗣後清国政府ハ種々ノ内情ニ制セラレテ公然
博士招聘ノ件ヲ提議スルノ機会ヲ有セス。博士モ亦朝鮮ニ於ケル事務及
ヒ其他ノ公務ノ為メ到底彼国ニ赴クノ余暇ヲ有セラレサリキ。然ルニ彼
国ニ在リテハ長ク此懸案ヲ緩却スルコトハ能ワス。明治三十九年予先ツ
渡清シ次テ松岡学士，志田博士，岩井学士モ亦該国ノ聘ニ応シタリ。惟
岩井学士ハ法案編纂ノ事ニ関係無シ。爾来寒暑ヲ閲スルコト六，博士既
ニ簀ヲ易ヘテ法典法案ノ成レルモノ五，其中予ノ起草シタルモノト日本
法典ト異ル処二三ヲ挙ケテ以テ博士ノ霊ニ告ケント
（４）
ス。」
ただし，岡田文中の「明治三十七年晩秋」云々は岡田の記憶の誤りで
はないかと思う。京師法律学堂の設置を議論し始めたのは１９０５年（明治
３８）３月であり，正式に決めたのは同年８月である。清国駐屯軍司令官
の秘密報告書もそのことを裏付けている。日本から教員を招聘する話は
学校の設置が決まらなければできないもので，一年も早い１９０４年の晩秋
に梅に打診することは何か不自然のように思われる。
後述で分かるように，梅は中国の招聘を受け入れずに，岡田朝太郎を
推薦した。岡田は招聘を受けて中国に赴任したにもかかわらず，中国で
はまた，梅謙次郎を招聘しようとする動きが続いていたようである。
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１９０８年（明治４１，光緒３３年１１月２２日），侍読学士朱福 の上奏文の中で梅謙
次郎の招聘を朝廷に進言していたことがそれを物語っていた。朱福 の
上奏文はやや長いが，当時の中国政府内部での法律整備に関する認識及
び梅を招聘する理由を理解するに助かるので全文を引用しておきたい。
「窃かに惟うに，中国は立憲法権を強固にしようと欲するにはまず各
国との条約を改正しなければならない。各国との条約を改正しようと欲
するには，まず自国の法律を修正しなければならない。この間，勅旨を
奉じ法律大臣沈家本，兪廉三諸氏が法律の編纂担当に任命された。これ
は甚だ偉大なる事業である。
刑法草案は既に出来上がり，皇帝の裁可をお待ちしているところであ
る。刑法の趣旨が素晴らしく，殆ど諸外国の刑法よりも優れている。し
かし，一部の論者はこの刑法が中国の社会と合わず，適用できないと主
張している。これは識見狭い議論に過ぎない。
そもそも社会の文明度が高いところでは法律を社会に適応させなけれ
ばならないが，社会の文明度が低いところでは法律を用いて社会を変え
なければならない。その理論は各法律の修正に通用する。そのうえ，私
法の編纂はさらにこの趣旨を守ることが重要である。
ヨーロッパの私法体系は全てローマに源を発している。その下には大
陸法系と英米法系という二つの法系に分けられている。英米は民族が単
一であり，文明度が高く，犯罪者が逃亡を恥じ，繋獄者即ち囚人も信仰
心があり，あまり詐欺をしない。故に人民の慣習は国家の法律となり，
裁判官は裁判を行うには法理に基づいて裁判を行えば済み，必ずしも法
律の条文に拘る必要がなかった。ヨーロッパ大陸では民族が複雑で，世
間の変化や動乱が頻発し，国家間には文明度の差異が存在している。し
たがって社会の事実を網羅し，その遅れたものを取り除き，優れたもの
を取り残して，成文法典を作っておかなければ，庶民の詐欺を抑えて国
力を伸長することはできなかった。ドイツ，フランスがその代表格であ
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ろう。
アジアの民族は英米より遥かに遅れており，ドイツやフランスに近
い。中国はアジアの上位に位置し，民族の開花が早かったとはいえ，世
間の変化が激しく，俗習が異なる。そのレベルをみれば，まさに日本と
類似している。日本は明治１５年に新刑法を公布したのち，２３年にフラン
ス人学者を招いて民法を起草し，ドイツ人学者を招いて商法を起草し
た。この二つの法律は私法の実体法である。その後草案は元老院に提出
され，公布・施行するように決議がなされた。しかし，それは直ちに英
米法学派の法学士から施行に対する妨害を受け，法典の施行が時期尚早
だと訴えられていた。遂に議会で施行の停止を決議した。これが英米学
派と独仏学派との衝突である。
明治２９年に至って法学博士梅謙次郎等は民法の編纂を命じられ，明治
３１年にまた商法の編纂が命じられ，次第に公布，施行されるようになっ
た。法典の内容は全部ドイツやフランスの法律を取りいれ，英米法を排
除した。これは中国が最も習うべきところである。
さらに，各国の民法，商法は編を分けて編纂されており，ローマ法が
形式を専ら重視したことに原因がある。それに対し，商法はまだ発達し
ておらず，封建時代では諸国王が裁判権を抑え，複雑の形式を以て商人
に制限を加えていた。商人はそれによって苦しめられていた。そのた
め，商人は曾て裁判官を推薦し，商事裁判所を設立して簡易慣習法を定
めたことがある。これが商法の出発点でもある。フランス国王ルイ十四
世に至って商事慣習を活かし商事令，海事令といった成文法を定めてい
た。ナポレオン一世は法典を編纂するとき，商事令や海事令を参考に，
民法の外に商法を定めた。この手法は各国によって倣って民商法が分立
するようになった。その内容をみれば，商法が独立に編纂されたのは，
もっぱら商行為を範囲とするからである。商行為は主に営利を求めるも
のだが，営利事業が民法に定められるものも少なくない。鉱業，漁業，
製造業の類はどこの国でも商法によって規範化されていない。海商，船
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舶は固より海商法に適用されるが，船舶は断じてすべて商人に所有され
るものではない。商事，保険は商法に属すべきだが，相互保険について
は民法にも規定が設けられている。要するに，民商法の分編は実にヨー
ロッパを踏襲したもので，沿革には理論による説明が見られない。日本
は民商法を修正するとき，梅謙次郎は民商法の一体化を提言したが，条
約の改正期間が迫り，公布を急いだために，それが実現できなかった。
中国では法典の編纂が各国より遅れているため，取りいれる主義・学
説等は各国の大成を集合させ，民商法の一体化を為した方がよいのでは
なかろうか。これは法典事業で優勢を占めるチャンスでもある。
法律の編纂が新事業であるため起草の人材の任用を慎まなければなら
ない。調べたところ，日本の法学博士梅謙次郎は明治初年に漢学の試験
に受かり，フランス，ドイツに留学して法学を習い，帰国した後博士号
が授与され，自ら日本民法，商法，破産法等の法律を編纂した。また，
法政大学を設立し，数千人の学生を送り出した。光緒２９年に当大学で速
成科を附設し，中国の官民に対し講義を行い，自ら民法の講義を担当
し，履修者は千人以上に達したという。その功績は法政の専門科を下回
らない。
臣は彼が中国の法権を取戻し，中国の法典編纂事業に加わり，もって
ドイツ法とフランス法を調和させ，民商法を一体化させる志を実現しよ
うと欲することを仄聞している。いま現在，修律大臣は既に専門の職員
を任用している以上，事業の成功を達成するためには，法典の編纂を国
家の重要事業と見做し，人材を広く採用し，経費を多く調達しなければ
ならない。私法は民事訴訟の根本であり，適宜に編纂された場合に国内
外の人民の財産権利は保護を受けることができる。そうした後，刑法，
刑事訴訟法とともに公布・施行されれば，各国の領事裁判権が廃止され
る見込みがあり，中国の立憲法権は揺るぎない礎が築かれることにな
る。
臣等の意見に不適当なところがあるかもしれないが，この上奏文を修
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律大臣に交付して参考となるように懇願したい。臣は，日本駐在大使に
電報を発し，法学博士梅謙次郎を民法商法の起草者として招聘し，中国
人法学生にも参加させ，法律を用いて社会を変える主義を取り，慣習よ
りも成文法を重視し，フランスとドイツ両国の学説を採用し，分編より
も一体化の編纂を行うように主張する。そうなれば，中国の国家にとっ
ては幸せであり，国内外の臣民にとっても幸せであろ
（５）
う。」と。
民商法の一体化を主張する朱は，同じく民商法の一体化を主張してい
た梅の力を利用する思惑があることはさておき，同年３月３１日，『東京
朝日新聞』に掲載された記事はその経緯を裏付けることができる。その
記事は下記の通りとなる。
「新民法編纂事務監督のため三ケ年の契約にて梅博士が清国政府へ傭
聘せらるとの上海電報は博士の直話によれば，目下の処敢えて事実に非
ざるが如し，抑も清国の法典編纂に関しては一昨年わが国の勅任官相当
にして司法局長ともいうべき官職ある董康氏が来朝の節梅博士と会見
し，一個の考えを以て法典編纂に就いては博士を労せざるべからずと云
ひしことあり，博士は該事業たる極めて重大なる問題なるを以て借すに
十年の歳月を以てせざるべからずと語りたりき間もなく博士は清韓旅行
の途に上り董康亦帰国したるが，其後博士が在韓中董康より愈々法典編
纂日本人傭聘の必要を政府へ建議したりとの書簡に接したり後博士は清
国政府の依頼に応じ刑法案起草を主とし傍ら教鞭を執らしむる事として
岡田博士を推薦したりしが，氏は目下刑法起草よりは学校の方が主とな
り居るが如く，而して総則丈けは既に脱稿し，各編の部も脱稿遠からず
といふ。又民法調査の為めには法学士松岡義正氏を推薦し，同氏は目下
民法の起草中なり。商法起草に就いても人選を依頼されたるも適当の人
なきが故に其儘となり居れる由。又博士は清国にては民法と商法とを合
併せんが意見なるが如
（６）
し。」
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記事中の「一昨年」とは明治３９年，すなわち１９０６年である。ただし，
記事中にも事実の誤認が存在している。「間もなく博士は清韓旅行の途
に上り董康亦帰国したるが」の中にある「董康亦帰国し」は事実と反し
ていた。董康らは４月に日本に上陸したのち，精力的に調査に取り組ん
でいた。少なくとも同年の１２月にまで日本に滞在していたはずである。
『法律新聞』明治３９年８月３０日付の記事はそれを裏付けている。記事
に曰く。「清国刑部省特派法制調査委員として董康，，麦秩厳，区
天相の四氏此程渡来したるが，四氏は日々司法省に出頭し，裁判所構成
法及び民刑両法は同省参事官斎藤十一郎氏に，監獄制度は監獄事務官小
河滋次郎氏に就いて調査研究し，また裁判事務は公判を傍聴して実地研
究する由なり
（７）
と」。
また，同新聞９月２５日付の記事はさらに董康ら一行が，梅が韓国，中
国へ視察に行っている間に日本の視察を続けていることを裏付けてい
る。「監獄協会会頭清浦男爵は目下来朝中なる清国法律取調委員一行を
去る２０日午後３時より麹町飯田町五丁目の監獄協会に招待して晩餐会を
催し，午後７時半より監獄幻燈の余興ありた
（８）
り」と。
さらに，１２月２０日付の『法律新聞』に掲載された「清国公使館におけ
る司法幹部に対する慰労会」に「さる１６日清国公使館において同国の刑
部侍郎，刑部主事其他の官公吏が我国の裁判制度並びに裁判所の内部視
察調査に便宜を与えられたるを徳として松田司法大臣，河村司法次官，
横田大審院長，松室検事総長，長谷川東京控訴院長，平沼民刑局長其他
数名を招待して盛なる慰労会を開かれたり
（９）
と」とある記事は董康らが年
末までにまだ日本に滞在していることを物語っている。なお，このとき
梅はすでに韓国，中国の視察から帰国していた。
結果的には梅は中国の招聘に応じなかった。その原因は清国駐屯司令
官の秘密報告では給与の問題とされていた。但し，１９０５年の時点では給
与の問題で破談となったかもしれない。ただ，１９０６年董康が日本視察の
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機会を利用し，直接梅に打診したとき，中国の招聘に応じなかった理由
は，知遇の恩を浴びた，韓国統監となった伊藤博文から韓国の法制調査
を依頼されたことにあるのではなかろうかと思う。梅の略歴に「日露戦
役後，韓国法制ノ革新ヲ要スルニ際シ伊藤統監ノ懇望切ナルモノア
リ，３９年６月始メテ韓国ヘ差遣セラレ，次テ韓国政府ノ法律顧問ヲ兼ネ
テ以来韓国法制ノ立案ニ従事セラレタリ」とあ
（１０）
る。梅氏が韓国，中国視
察から帰国して間もなく受けたインタビューを読めば，梅は「滞在期間
は朝鮮五十日支那に二個月丁度百十日掛かっ
（１１）
た」ことが分かる。なお，
梅は中国から香港経由で戻ったのは１０月１８日だとい
（１２）
う。
３ 岡田の招聘交渉と待遇の決定経緯
董康ら一行が１９０６年４月に東京に辿り，精力的に裁判所，監獄などの
施設の調査，視察を行う傍らに，法学教員の招聘についても楊枢の協力
を受けながら岡田と頻繁に交渉を行っていた模様である。しかし，岡田
招聘の交渉過程中にいくつかの難問に遭遇した。
最初の一つは岡田に顧問の肩書を与えるかどうかの問題である。董康
は岡田を顧問として招聘しようと思ったようだが，国内では顧問の肩書
を与えたくない模様であった。これは沈家本と楊枢との間に交わされた
電報から明らかにされている。
「駐日楊大臣轉董康等，洪密電悉。聘岡田以教習為主，顧問實多窒礙，
決不可行。合同宜專訂教習。如岡田定欲別兼名目，祗可 附兼法律調
員一條。望仍照前函妥。板倉甚好，照聘。不敷經費照撥， 函詳。本
（１３）
宥。」
（日本駐在大臣楊気付董康らへ，洪という秘密電報が届いた。岡田を招聘するには
教員を主とし，顧問は実に多くの支障が存在し，絶対に承諾してはいけない。契約
は教員のみの条文を定めてください。もし岡田が他の兼職の名目を欲するなら，法
律調査員の兼任しか付け加えられない。この前送信した書簡通りに進めてください。
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板倉は甚だ良くて招聘してください。不足分の経費は別途で送金する。詳しくは別
途で書簡を出すのでそれを参照するよう。）
この電報は修訂法律大臣沈家本が董康から受けた電報に対する返電の
ようだが，董康の電報が見つからなかったため詳しい内容は判明してい
ない。しかし，沈家本の返電の内容から推測すれば，董康は電報の中で
岡田に修訂法律館の法律顧問の肩書を授ける要望を出し，そして，この
要望は董康自身からではなく，岡田がそれを求めている格好を取ってい
た模様である。しかし，事実はどうであったろうか。当時の背景と清朝
官吏の事務扱い方等を総合的に斟酌すれば，顧問の話は董康自ら提起し
たと筆者が推測する。理由としては次のいくつかを挙げられる。
まず，董康らが日本の裁判所，監獄等の施設の視察に派遣された背景
には既存法律の見直しと新しい法律の編纂という課題が存在している。
新法律の編纂には人材がないため，外国から専門家を雇わなければなら
ない。これについて張之洞，劉坤一，袁世凱など朝廷内外の高官から朝
廷に対し外国の法律家の招聘を進言し，朝廷の嘉納を受けている。修訂
法律館が正式に開設されたとき，修訂法律大臣伍廷芳と沈家本は日本の
法律家の招聘を明言している。沈家本によって修訂法律館の提調として
抜擢された董康は政府及び沈家本の真意をよく理解しているはずであ
る。したがって，董康が梅謙次郎に打診したのは法律編纂と法学教授両
方の引き受けとなっているが，比重は明らかに法律編纂に置かれている
と考えられる。新設の京師法律学堂の法学知識が殆どゼロに近い学生に
法律を講義するという程度の目的ならば，日本の最高級の法学者を招聘
することは失礼千万の話になるであろう。
次に，梅謙次郎が岡田へ働きかけたのも法律編纂と法学の教授で，や
はり法典編纂が第一順位となっている。これは恐らく梅が董康から受け
た印象そのものだろう。当時，日本は日露戦争の勝利に乗じて韓国をコ
ントロールしようとして韓国の法制度の再構築や法律の整備に熱心に取
り組み，清朝から同様の要求を受けると真剣に対応してくれたのは事実
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であろう。
では，清朝は外国人の助言を必要とするのに，なぜ仕事の中身に適切
な身分を与えようとしなかったのであろうか。これについて，１９０６年自
ら天津の北洋法政専門学堂で教習を務めた経験のある吉野作造は，中国
官僚の外国人顧問に対する態度を次のように述べたことがあ
（１４）
る。
「第一に顧問は中国では受けがわるい。自国の事を外人に相談すると
いうことは彼らの自尊心をきずつけるからいやがる。実際には顧問の役
をつとめていても，契約面では教師とか翻訳官と書く。つまり中国が
使っているのだとしたいのである。第二に顧問をやとっても雇主に力が
ない。従って中国官僚は日本顧問を使っても相談をしてみようがない。
かといってそのままにしておけぬので大抵は教師にまつりこんでしま
う。第三に大体において中国の官僚が外人を雇うのは本気で中国の開発
をはかろうとするのではなく外人を使っているという虚栄の方が主であ
る。使われている方は一片の誠心を披歴して政務を批判する。するとか
れら官僚は快く受けたらしい顔でこれに反対はしない。しかし実行もし
ないのである。」
吉野はその一側面を正しく言い当てていたと思われるが，中国政府が
外国人の顧問をいやがる他の深層の原因を見逃してはならない。すなわ
ち，西洋諸国が「門戸開放」「利益均沾」を中国に訴えている当時では，
どこかの国から顧問という政治的な色彩のある役員を招くと，他の西洋
諸国がそれを援用して自国からも同様に顧問を中国に送り込もうとする
問題が生じてしまう恐れがあった。したがって，清朝政府は実際に顧問
の仕事を依頼しても顧問の名義を授けないことを頑に堅持していた。清
朝政府から見れば，旧法律の見直しや新法律の編纂・整備はあくまでも
中国の立法主権であり，中国人自分の手によらなければならないと考え
ていたようである。もし，様々な国から顧問を受けなければならなくな
れば，法律の整備ができなくなってしまう危惧があったのであろう。
二番目の問題は報酬の金額である。これは下記の電報がそれを物語っ
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「駐日楊大臣鑒：電悉。承代商合同，甚感。原合同學堂薪水外有房膳
費５０圓，不能再有加。如岡田實在要求，祗可在法律館津貼加５０圓，
尚希酌核，余照。合同訂後即請約早來京。本
（１５）
簡。」
（代わりに契約の協議をしていただき，心より感謝を申し上げる。原契約には学堂
の給与の外に家賃食費として５０圓附いている。これ以上の増加はできない。もし岡
田が切に要求するなら，法律館から手当５０圓の追加しかできない。この件につき確
認のほどお願いします。そのほかは異議ありません。契約が締結されたら早めに北
京に着任するようお願いしていただきたい。）
修訂法律館の経費が非常に窮屈であったためか，修訂法律大臣沈家本
は外国人顧問の費用については吝嗇の様相を呈した。そのため，岡田と
の交渉は一時不調となった。９月に日本に臨時帰国した京師大学堂教習
の巖谷孫蔵が仲介者となって招聘に関する条件がようやくまとまったと
い
（１６）
う。また，前記清国駐屯軍司令官の秘密報告からも読み取れたよう
に，岡田が提示した給与を最終的に受け入れたのは袁世凱の決断による
可能性が高かった。
とにかく，交渉は清朝政府と岡田双方の譲歩で決着し，岡田は名義に
こだわらず，京師法律学堂の教習兼修訂法律館の調査員を承諾し，清朝
政府は給与の面で譲歩し，家賃の手当も含め月に８５０銀圓と決められ
た。
このようにして，１９０６年９月１４日，岡田を招聘する契約が締結され
た。契約は１１か条から構成されている。まず，岡田に授けた身分は「北
京法律学堂教習兼欽命修訂法律館調査員」とし，第一条は岡田が中国で
履行する義務とし，「中国に赴任した後，法律学堂の監督の指揮を受
け，奏定学堂章程及び本学堂章程内に定められた教員の条項を遵守し，
修訂法律大臣の命令に従い，法律館に委嘱された法律の見直しと調査の
業務に従事しなければならない。なお，民商法等については委嘱がある
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場合に援助を与える」となっている。第二条は教習として担当する科目
の内容で「刑法及び刑事訴訟法」とされている。第三条は給与等の待遇
に関する規定で，３項目から構成されている。第一項目は法律学堂から
支給される給与で月に６００銀圓とし，第二項目は修訂法律館から支給さ
れる手当で，月に２００銀圓，第三項目は家賃の手当として月に５０銀圓と
され，合計８５０銀圓となっている。第四条は雇用期限で，最初は３か年
とし，延長する場合は双方の協議で決めるとされている。第五～七，九
条は勤務条件で，顧問と法律学堂がそれぞれ果たすべき条件を規定して
いる。第八条は満期帰国する場合に支給すべき旅費で，４００銀圓とさて
い
（１７）
る。
４ 松岡義正を招聘する経緯
沈家本より楊枢宛の電報を読んで分かるように，修訂法律館は最初か
ら２人の顧問を招聘する予定であった。しかし，招聘予定の梅謙次郎が
中国の招聘を受けることができなかったことは前述した通りである。そ
こで，他の一人の代わりに誰を招くかが問題となった。沈家本と楊枢と
の間で交わされた電報を読めば，その候補者は最初，板倉松太郎，豊島
直通が指名されていた。
「駐日楊大臣鑒：岡田外尚需一日本教員。聞板倉松太郎，豐島直通甚
佳。如岡田尚未代定有人，請於二人中速為酌聘一人，薪金合同均照矢
野。熊，陳，李三君並望約同速來。本告
（１８）
白。」
（岡田の外に日本人教員一名を必要とします。板倉松太郎，豊島直通は甚だ適任だ
そうです。もし，岡田が他の候補者を決めていなければ，速やかにこの二人の中か
ら一名を招聘するようにお願いします。給与，契約は全部矢野と同じ金額にしてい
ただきたいと思います。……）
この電報の中で，沈家本は矢野を取り上げ，新招聘者の給与基準にし
清末中国における日本人法律教員および法律顧問招聘の経緯について
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た。では，板倉，豊島及び矢野はどんな人物だったのだろうか。
調べてみたら，豊島直通の明治３９年９月までの略歴は下記のとおりで
ある。
「明治４年１２月１８日東京市の士族の家で生まれ，明治２８年７月東京帝
国大学法科大学法律学科を卒業し，８月１日より司法官試補を命ぜら
れ，東京地方裁判所詰を命ぜられ，検事代理に就任した。年俸３００円下
賜された。明治３０年５月に検事に任じ，同３２年１月東京控訴院検事に補
せられ，３９年に至った。その間，裁判所書記登用試験委員（３２年６月），
弁護士法及び公証人規則改正審査委員（３５年６月），判事検事登用第一回
試験委員（３６年６月），弁護士試験委員（３７年，３８年，３９年）を委嘱された」
となってい
（１９）
る。
上記の略歴から分かるように，１９０６年中国の修訂法律大臣が豊島を招
聘しようとするとき，豊島は東京控訴院の検事を務め，判事検事登用第
一回試験委員，弁護士試験委員を担当していた時期であり，容易に本務
を離れない立場にあることが推測できる。
なお，板倉松太郎の略歴は判明していないが，『民亊訴訟法』を刊行
したことがある経歴を見れば，当時，判事または検事を務めていた可能
性が高い人物であろう。
２人の名前を挙げた背景や理由について詳しく分かっていないが，董
康らが日本の裁判所や監獄等の施設を視察する過程でその２人からの協
力を受けたことによって彼らの人柄や学識等を知りえたと推測される。
ついでに，給与の基準として取り上げられた矢野は東京帝国大学文科
大学の助教授で，京師大学堂総監督兼教習進士館監督張亨嘉の招聘を受
け，明治３８年から進士館の歴史地理の教員として北京に滞在していた人
物である。京師大学堂と彼と交わされた契約によれば，矢野に支給され
る給与は月に３６０銀圓，家賃の手当は４５銀圓となっている。したがって，
矢野の待遇は岡田の半分弱となり，経費が潤沢ではない修訂法律館に
とってはありがたい話であろ
（２０）
う。
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しかし，板倉，豊島との交渉が不調に終わったか，１０日後の９月１７日
に志田太郎を推薦する電報が沈家本に届いた。志田は東京帝国大学法
科大学の教授で博士学位を持っている著名な商法学者で，岡田朝太郎と
ほぼ同じ地位にある人物である。彼を招聘するならば，その待遇は岡田
を基準に考えなければならないであろう。そのため，沈家本は法律館の
経費事情から岡田のように高給を支給することができず，また，裁判の
実務の講義を担当させる予定なので博士学位を持っていない者でも結構
だとし，博士学位を持っている志田の招聘を否定した。そして，電報の
中には言及されなかったものの，その当時，至急に解決しなければなら
ないのは民事訴訟法や民法の起案で，商法を専門とする志田の招聘は燃
眉の急ではなかったことも原因の一つであったろう。
「駐日楊大臣鑒：感電悉。承薦志田，甚好。惟學堂經費支 ，不能再
出重 ，且宗旨重在裁判實驗，不必拘定博士，請 為物色一人，合同薪
水祗能照矢野例。…
（２１）
…」
（電報ありがとうございました。志田を推薦していただき，喜ばしいかぎりです。
ただ学堂の経費が足りないので高い報酬を支給することができません。なお，裁判
実務に重きが置かれるため必ずしも博士にこだわる必要がありません。したがって
他の人選をお願いし，契約，給与は矢野さんのレベルにさせていただきたい。）
ところが，上記の紆余曲折を経た後，最終的に招聘を決めたのは，時
に東京控訴院の部長判事を務めていた松岡義正であり，待遇も矢野と同
じではなく，岡田と同格とされた。ただ，松岡は修訂法律館の調査員の
兼務がないため，修訂法律館からの２００銀圓の支給がなかった。いった
いどのような経緯で，板倉，豊島，志田から松岡に変わったか詳しくは
わからないが，前記引用した東京朝日新聞の記事によれば，松岡を推薦
した梅謙次郎の役割が大きかったと思われる。
しかし，この人選の交渉が行われたのは９月からであった。そのと
き，梅は日本におらず，丁度北京に滞在していた模様である。もし，松
清末中国における日本人法律教員および法律顧問招聘の経緯について
８５
岡を推薦したのが梅であれば，韓国に出発する前の６月以前でなけれ
ば，おそらく北京でそのアドバイスを与えた可能性がある。梅の前記清
韓談によれば，梅は北京に滞在期間中，粛親王をはじめ北洋大臣袁世凱
などの高官と会見し，地方では湖広総督張之洞，湖南巡撫，両江総督端
方，商約大臣（通商航海条約改正担当大臣）呂海環，上海道台などの高官や
地方の名士を表敬訪問し，中国の法制改革について調査を行い，中国で
熱い視線を浴びたと思われ
（２２）
る。このような名高い学者による推薦を受け
入れないことはできないであろう。
修訂法律大臣沈家本と松岡との間に１９０６年１０月１６日に署名した中国語
の契約の内容は報酬の金額だけ違い，ほかは殆ど岡田の契約と同じとさ
れてい
（２３）
る。
５ 梅謙次郎が松岡義正を推薦した理由
梅謙次郎は韓国統監伊藤博文の要請で韓国への赴任が決まり，清朝政
府の招聘を受けることができなかった。その代わりに，刑事訴訟法，刑
法案の起草者として岡田朝太郎を推薦し，また，清朝政府の要請で松岡
義正を推薦した。２年後にさらに監獄法の起案者として小河滋次郎，商
法の起草担当者として志田太郎を相次いで推薦した。岡田，志田は共
に東京帝国大学の教授，法学博士学位の保有者，そして，法典調査会で
委員を務め，日本の刑法，刑事訴訟法及び商法の起草にかかわったもの
で，小河は監獄事務官ではあるが，博士の学位を持っており，世界でも
名をはせる監獄制度の著名な学者であった。したがって，彼らはその推
薦を受けたのは納得できよう。しかし，岡田，志田，小河と比べれば，
松岡は東京控訴院の部長判事ではあるが，法学士の学位に過ぎず，さら
に，司法実務者として日常の裁判業務が忙しく，豊島のように職を辞す
ることができないはずである。
ところが，梅がより有名な民法学者からではなく，司法実務者から松
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岡義正を最適者として推薦していた。その理由は何だったろうか。その
ことについて，当時の関係者が残した資料がみあたらなかったため，正
確な解答が得られないかもしれない。但し，筆者は松岡と梅との関係及
び松岡の学問や業績を検証して，次のような三つの原因を突き止めるこ
とができたように思う。
まず，松岡は梅の東京大学の直弟子たることであろう。周知のよう
に，梅は明治１８年１２月にフランス留学に赴き，翌年２月に里昂法科大学
に入り，普通５か年を必要とする学位試験を３年半で通過し，しかも最
優等点と特別褒状を受けた。その後，ドイツのベルリン大学で１年間の
遊学を経て明治２３年８月に日本に戻り，東京帝国大学法科大学で教授と
して民法の講義を担当した。松岡義正は丁度その年，すなわち明治２３年
に第一高等中学校を卒業し，同年帝国大学法科大学に入学し，佛法科で
法学を学修していた。つまり，松岡は梅が留学帰国後に教えた最初の学
生の一人であった。松岡は東京帝国大学を卒業したのは明治２５年７月
で，梅は同年１０月に民法商法施行取調委員に委嘱された。
次に，松岡が法典調査会で補助委員としての活躍ぶりが梅に評価され
たことであろう。
周知のように，１０年間の歳月を費やして，明治２３年３月２７日に元老
院・枢密院の審議修正を経て，フランス人法学者ボワソナードの手によ
る日本民法草案中の財産編，財産取得編，債権担保編，証拠編が可決さ
れ，翌月の４月２１日に官報で法律第２８号を以てそれを公布し，明治２６年
１月１日より施行する運びとなった。しかし，これをきっかけに，この
民法典に反対しその施行の延期を要求する「延期派」とそれを支持し，
予定通りの施行を主張する「断行派」との間に，国論を二分するほど激
しい民法典論争が起こった。論争の結果，延期派が勝利し，明治２５年５
月に開かれた第３回帝国議会での激しい議論が闘われた末に，この民法
典の施行延期が余儀なくされ
（２４）
た。
その中で，政府は法典調査会を設置し，民商法の修正を名義にして新
清末中国における日本人法律教員および法律顧問招聘の経緯について
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しい民商法典の編纂に取り組んだ。法典調査会は明治２６年に成立し，明
治３６年に廃止され，合わせて１０年間存置していた。なお，法典調査会は
明治３２年３月９日勅令第４８号を以て法典調査会規則を改正したことに
よって前期と後期に分けられる。法典調査会は前期には「法例，民法，
商法及付属法律の修正案を起草審議す」ることで，後期には「法典，法
及附属法令の改正又は制定に関する事項を起案審議し，並び条約の実施
に必要なる事項を調査す」ることを主な業務としてい
（２５）
た。本論は法典調
査会を論じるものではなく，詳しいことは省くが，前記の改正法典調査
会規則に依ると，後期の法典調査会で内設の部は２つから４つに増加
し，起草委員補助は補助委員に名称変更し，人数は５人以内から８人以
内に変わった。また，各部の分担業務は調整を経て，明治３４年７月から
は，「第一部に於いては破産法，第二部に於いては民事訴訟法，第三部
に於いては刑法，刑事訴訟法，第四部に於いては裁判所構成法を起案審
議す」ることとなっ
（２６）
た。また，内閣令第二号「法典調査会規程」（明治３２
年３月２８日）では「第一部に於いては破産法，保険取締法，船舶登記法，
第二部に於いては民事訴訟法及び裁判所構成法，第三部に於いては刑
法，刑事訴訟法を起案審議し，第四部に於いては条約の実施に必要なる
事項を調査す」とあ
（２７）
る。
法典調査会は時期に依って名称が少しずつ違っていたが，基本的には
総裁，副総裁，部長，起草委員，委員，補助委員等からなる。総裁，副
総裁は「勅任官を以て之に充つ」となっており，実際は時の総理大臣が
総裁，副総裁は司法大臣か文部大臣が兼任していた。部長は宮中顧問官
や司法次官または著名な学者が担当している。委員は高等行政官，司法
官，帝国大学教授，議会議員，学識経験者から総理大臣の奏請により任
命するとされている。特に委員の中で起草委員として委嘱されたものは
全部帝国大学の錚々たる一流の学者である。前期の起草委員を委嘱され
た穂積陳重，富井政章，梅謙次郎は周知の通りである。補助委員の資格
及び任命手続については具体的規定が見られていないが，優秀な若手学
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者が選ばれている。法典調査会前期の補助委員は仁井田益太郎，松波仁
一郎，仁保亀松が委嘱され，それぞれ富井政章，梅，穂積を補佐してい
た。仁井田，松波，仁保はいずれも明治２６年卒業した法科大学の新進法
学士で，卒業の前に既に法典調査会の書記として任命されたものであ
る。補助委員の主な任務は起草に関する資料の提供，起草委員の命を受
けて各種の調査を行うこと，起草委員の意見に基づいて草案理由を作成
することなどであ
（２８）
る。その内の仁井田益太郎は明治３４年４月に委員に昇
格された。
松岡義正が法典調査会と関わったのは後期からである。明治３２年３月
に法典調査会は再編され，４部の体制をとった。第一部の部長は男爵尾
崎三良が担当し，起草委員は井上正一，梅謙次郎，岡野敬次郎，田部芳
が委嘱された。三浦安，横田國臣，穂積陳重，富井政章，穂積八束，土
方寧など１５名は委員として名を並べていた。補助委員では松岡義正，加
藤正治（明治３２年１２月１５日免職，代わりに同月８日に大学院生の川名兼四郎が任命
された）矢野恒太が委嘱された。第二部では三浦安が部長を担当し，河
村譲三郎，前田孝階，富谷太郎が起草委員となり，委員には尾崎三
良，横田國臣，波多野敬直，井上正一，梅謙次郎，岡野敬次郎，土方寧
など１５人の名前が並べられている。補助委員には横田五郎，宮田四八，
松岡義正の三人が委嘱されてい
（２９）
た。
この中に注目されるべきことは二つある。一つは法典調査会規則で補
助委員の定員は８人以内とされたが，４部の補助委員は計９人が委嘱さ
れたことである。但し，松岡義正が同時に第一部と第二部の補助委員と
して委嘱されたため，定員超過にはならなかった。これは松岡義正の能
力や識見が評価された証でもあろう。二つ目は前期法典調査会で大活躍
していた３人の起草委員が第一部，第二部で同時に名前を並べたのは梅
謙次郎のみのことである。
法典調査会がまとめた「委員其他勤務調綴」によると，二つの部で補
助委員に任命された松岡は東京控訴院の判事という激務の仕事に追われ
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たためか，法典調査会会議への出席率が芳しくなかった模様である。例
えば，明治３２年４月から３３年２月にかけて第一部委員会は全部で１２回の
会議が開催されたが，尾崎部長，起草委員の梅，田部が１２回皆勤，岡野
が１１回出席したのに対し，松岡は４回しか出席しなかっ
（３０）
た。また，明治
３３年６月から７月に第一部会は２回の会議が開かれたが，松岡は全部欠
席してい
（３１）
る。しかし，後半になると，松岡の出席率が非常に良くなっ
た。例えば，明治３３年９月から１１月にかけて，第二部委員会は８回の会
議が開催され，松岡は起草委員の河村，前田，富谷と同じように皆勤と
なっている。ついでに梅は出席７回，欠席１回となってい
（３２）
る。また，明
治３４年３月から同年５月にかけて第二部会委員会は１５回の会議が開か
れ，起草委員は皆勤だったのに対し，松岡は梅と同じく１３回出席してい
（３３）
た。なお，同年６月～８月には第二部会では１３回の会議が開催され，松
岡は９回，梅は１１回出席し
（３４）
た。
上述で分かるように，松岡義正は法典調査会で梅謙次郎と頻繁に接触
し，その識見や能力が梅によって知られていたと推測される。そして，
第二部会の任務は民事訴訟法の起案と審議とされており，松岡義正は補
助委員として，横田五郎，宮田四八とともに，民事訴訟法に関する資料
の収集，提供，各種の調査及び理由書の作成に大きく寄与したと思われ
る。法典調査会が廃止されたとき，松岡正義が「法典調査会補助委員の
職を奉じ尽力少なからず依って銀杯一組を賜う」となったことはその証
であろ
（３５）
う。清朝政府が梅謙次郎に民事訴訟法や民法典の起草を助ける専
門家の推薦を頼んだため，法典調査会で活躍していた若手の裁判官の松
岡を脳裏に浮かべ推薦したと思われる。
最後に，松岡は司法実務者にもかかわらず，学問の研鑽も意欲的に取
り組み，明治３０年代の前半に既に破産法や民法総則等の著書を刊行し，
その学識が梅によって認められたのではなかろうか。
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６ 沈家本が松岡の招聘を受け入れた理由
上述したように沈家本は岡田以外にもう一人の教員を必要としたが，
矢野と同レベルの給与しか支給できないと強調していた。しかし，結果
的には沈家本は修訂法律館の窮屈な経費を顧みず，高給の支払を覚悟
し，松岡の招聘を受け入れた。その理由については次のように挙げられ
る。
まず，松岡の能力を認め，彼の学識が北京法律学堂で司法実務や民法
の講義の担当，修訂法律館の法律起案の責任を果たすことができると判
断したことであろう。
松岡は明治３年１０月生まれで，明治２３年に東京帝国大学法科大学に進
学し，明治２５年７月に同大学を卒業した。同年，司法官試補，八日市場
区裁判所詰に任命された。３年後の明治２８年９月に判事に任命され，東
京地方裁判所の判事として働き，爾後東京地方裁判所の部長に抜擢さ
れ，東京控訴院判事に任命された。明治３２年，法典調査会の補助委員に
委嘱され，梅等の助手として活躍した。同３４年２月，学識が評価され，
東京帝国大学法科大学の講師に嘱託された。同３６年１２月にわずか３３歳の
若さで東京控訴院部長判事に任命されていた。同３７年１月，判事検事登
用第二回試験委員に起用され，政府から高い信用を受けることになっ
た。
上記の略歴から分かるように，松岡は大学卒業後，ずっと裁判所に勤
務し，裁判実務に長けていた。それのみでなく，学問も評価され，東京
帝国大学でも講義を担当し，さらに，司法実務を行う傍ら法学の著書も
刊行した。
次に，招聘前に松岡義正は清朝政府の要員と付き合い，中国に知られ
ていた。
董康らは日本視察を行ったとき，東京控訴院所属の松岡による公判等
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を傍聴したことがあると推測される。前記に引用した清国公使館が日本
側の高官要員を招待した記事の中に東京控訴院院長が入っていたことは
それを裏付けていると思う。松岡は東京控訴院第四民事部の部長判
（３６）
事と
してその視察に対し協力を与えた可能性も十分にある。董康らの視察終
了後に刊行した『調査日本裁判監獄報告書』に参考資料として，松岡義
正による「日本裁判沿革大要」を掲載したのはその証の一つといえる。
報告書は光緒丁未年（１９０７年）５月に刊行されたもので，この時，松岡
は既に中国に赴任しているが，この文章は視察者が日本視察期間中に執
筆したものか，または中国に赴任した後に依頼を受けて書いたかについ
ては資料がないため正確に判明できないとはいえ，松岡が１９０６年１１月に
中国に渡航したことを考えれば，視察期間中に松岡が董康らに対して
行った説明を訳した可能性が高い。松岡の文章は主に日本裁判所の設置
の経緯及び変更の歴史を述べたもので，司法制度の構築を模索している
中国にとっては参考になるものであろう。また，彼が執筆した『破産
法』（明治３２年講義）は中国に赴任する前に中国語に翻訳され刊行したの
で，彼の名前は既に中国に知られていると考えられ
（３７）
る。
最後に，民法及び民事訴訟法の編纂に備え起草者を必要と感じて決断
したからであろう。
光緒３２年４月２日（１９０６年４月２５日），修訂法律大臣沈家本と伍廷芳は
朝廷に「大清刑事民亊訴訟法草案」を上奏し，全国で施行するように求
め
（３８）
た。この法律案は伍廷芳の意向に基づき作成されたものである。陳
の調査研究によれば，伍廷芳は通商航海条約の改正交渉が一段落したの
ち，外務部の右侍郎の肩書で修訂法律館に出向し法律修正業務に取り組
むようになった。伍の尽力により，それまで刑部の付属機関律例館のよ
うな地位に過ぎなかった修訂法律館は正式な機関として１９０４年４月１日
に発足した。自らイギリス留学の経験を持ち，イギリスで弁護士資格を
取得した最初の中国人として伍廷芳は当時の高級官僚の中で西洋の法的
知識の修養が一番高かったと自負していた。そして，通商航海条約の改
研究年報 社会科学研究 第３３号（２０１３年２月１５日）
９２
正交渉中に，領事裁判権を取り戻すために中国が伝統的な法律と裁判手
法を改革すると約束した重みについて身を切るほど知っていた。した
がって，修訂法律館に入った伍廷芳は今まで，伝統法律の大清刑律の見
直しに止まる沈家本の法律修正手法を見直し，英米法を中心とする西洋
法律の導入に野心的に取り組んだ。したがって，外国人が中国で裁判を
受ける支障を一日も早く取り除こうとする伍廷芳が真っ先に着手したの
は訴訟法の制定であっ
（３９）
た。そのため，英米の陪審制と弁論主義の裁判手
続を盛り込んだ，５章２６０条からなる刑事民亊訴訟法草案が完成し
（４０）
た。
しかし，朝廷は「法律は重要な問題にかかわるので，当該法律の各条
文は現在の民情習俗に適応するか，条文間に抵触しあうところがないか
を確認するために，法律の全文を各地の将軍，総督，巡撫，都統に配り，
真剣に検討，分析した上で自分なりの意見を述べよ」と上諭を出し，同
法律草案を朝廷内外の高官の討議に下付し
（４１）
た。
各地の将軍，総督，巡撫などの地方及び中央高官からフィードバック
された反応はこの法律が中国の国情に適応せず，中国での実施に反対す
る声が殆どであった。最も強烈に反対したのは既存法律の見直しを強く
主張していた湖広総督の張之洞である。彼が光緒３３年７月２６日に提出し
た「勅旨に従い新編刑事民事訴訟法を討議する」と題する上奏文では，
反対の意見を述べ
（４２）
た。
張之洞は，まずこの法律は「殆ど西洋法律から取りいれたもので，中
国法律の法理に反し，中国現在の事情にも必ず合致するとは言えず，恐
らく治外法権の取戻しができないばかりか，逆に訴訟の増加が刺激され
かねない」として反対の結論を前面に出した。
反対の理由として，彼は第一に，『法律の規定によれば，親子，兄弟，
夫婦は必ず財産を異にしなければならず，婦人でさえ法廷に出頭して証
言をしなければならないとなっている。これは西洋の財産制度を踏襲
し，中国の儒教の倫理を破壊し，男女平等を啓き，孔子等の聖人の身を
修め，家を斉える教えに反するもので，倫理が壊れ，法律が施行できな
清末中国における日本人法律教員および法律顧問招聘の経緯について
９３
くなり，弊害が実に深刻になるであろう』と西洋法の主義主張を全面的
に導入し，中国の伝統秩序が破壊されると指摘した。第二に，「修訂法
律大臣は訴訟制度の改革を以て治外法権の廃止を勝ち取ろうとする趣旨
は素晴らしい」と刑事民事訴訟法草案の制定趣旨に賛同を示しながら，
「外国人が中国の法律を守ってくれないのは，半分は中国の裁判が彼ら
を納得させるに足りず，半分は彼らの生命財産を守ることができない中
国の制度そのものである」として，訴訟制度の改革のみでは，外国人に
中国の法律を遵守させることは不可能だと主張した。第三に，アメリ
カ，イギリス，日本は中国と行われた通商航海条約の改正にあたり，中
国での治外法権を放棄すると約束したが，その条件は「中国の法律整
備，裁判方法などすべて関連ある事務が行き届いた場合となっており，
訴訟制度の改善だけでは治外法権の廃止を手にすることができないのは
自明であると指摘した上に，治外法権の取戻しが可能かどうかは警察制
度が整備され，窃盗がなくなり，課税制度が適切に整備され，国民と外
国宣教士とが平和的に付き合えることなどよりも，その国の軍事力，防
衛力の如何によるところが大きいと強調した。最後に，西洋諸国や日本
の法制度の整備の歴史に照らして，訴訟法という手続法の整備よりもむ
しろ刑法，民法といった実体法の整備を優先すべきだと唱えた。
張之洞の反対意見について保守的で新法律の制定に反対するものだと
批判するものもいる
（４３）
が，法律制定の段取りを見る場合に，張の意見は合
理的な部分が多く，必ずしも全部間違っているとは言えないであろう。
また，張は反対のための反対ではなく，上奏文に具体的な修正または反
対意見をまとめた文書を添付して，刑事民事訴訟法の２６０ケ条の６３ケ条
に対し詳しい意見を書き加え，実務的で真剣な態度で臨んでいたと思わ
れる。
そのためか，法律案の上奏文を提出した半か月後の４月１９日に親の墓
参りを理由に三ヶ月の休暇を取って廣東の実家に戻った伍廷芳は，政府
や官僚たちの法律に対する態度を見守る中，失望感が高まり，休暇時間
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が過ぎ，朝廷から再三上京の催促を顧みずに北京に戻らず辞職してし
まった。伍廷芳が修訂法律館で活躍している最中に修訂法律大臣を辞職
する理由について冒頭で紹介した秘密報告書に言及された「沈家本と仲
が悪い」ことと，「時勢と個性によるものだと」説明されている
（４４）
が，最
も根本的な原因は自分が作成した法律案に対する朝廷内外の消極的な態
度に失望したことではなかろうか。
この中で，沈家本は伍廷芳のパートナーとして，英米法の導入に頑な
な伍廷芳と意見の相違がありながら，最終的に伍と歩調を合わせて「大
清刑事民亊訴訟法草案」を朝廷に提出した。草案は殆どの大臣から反対
されて棚上げになったが，沈家本は大清刑律のシステムを廃止し，近代
的な法体制を導入すべきという伍廷芳の意見に納得し，真新しい法律案
の起草を決意した模様である。但し，沈家本がモデルとすべき対象は英
米法ではなく，中国の法伝統に近い大陸法系を選択しようとした。日本
が大陸法系に所属するドイツの法律を導入したことにより，みごとに領
事裁判権を取り戻した現実を見て，沈家本は新しい法律のビジョンを日
本に求めようとしたと思われる。董康らが日本で視察する傍らに，沈家
本の指示にしたがい，日本人法律専門家の招聘に懸命であったのはその
ためであろう。
しかし，この過程で，中国国内は「官制改革」すなわち行政改革を行
う上諭が出され（光緒３２年７月１３日，１９０６年９月１
（４５）
日），中央官庁が随時に統
廃合される可能性のある最中である。それに対し，官制改革により修訂
法律館を含め，その主管官庁の刑部及び沈家本自身がどうなるか予測で
きない変動の中で，沈家本は官制がどのように変わろうとも法律の改正
整備の事業が引続くだろうと見込み，日本人法律専門家の招聘方針を変
えなかった。伍廷芳主導の刑事民亊訴訟法草案が見送られたことによ
り，新しい法律案の起草は必ずや日程に上り，そのような人材を用意し
ておかなければならないとの思惑を持ったと思われる沈家本は，刑事関
係法律案の起草担当者が決まったのち，民事関係の法律案の起草担当者
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を探し求めることになった。複数の候補者との交渉が不調に終ったの
ち，梅謙次郎の推薦で松岡の名前が浮び，彼の人柄や職歴，学識等を総
合的に分析した結果，沈家本が最終的に受け入れを決定したのではなか
ろうか。
上記官制改革の予測不能の要素があったのであろうか，松岡との契約
は法律学堂の教習という名義しか与えていなかった。但し，それまで
に，新しく招聘する教習に京師大学堂教習の矢野レベルの給与しか支給
しないと頑なに堅持していた沈家本は松岡に約束した待遇は岡田と同じ
で，ただ家賃の手当だけが岡田より５銀圓少なかった。この手配は明ら
かに他の含みが残っている。案の定，１９０７年修訂法律館の地位が独立
し，沈家本は同年９月５日に再び修訂法律大臣に任命された後，松岡を
「修訂法律館の調査員とし，修律大臣の命令に従い，民法，商法，民事
訴訟法の調査を担当し，月に２００銀圓を支給する」という追加契約を結
ん
（４６）
だ。
７ 志田	太郎と小河滋次郎の招聘について
岡田，松岡が招聘を受け中国に赴任したのち，中国における法律整備
に対する要求がより高まっていた。修訂法律館はさらに商法及び監獄法
の整備にも着手するようになった。そのため，再び修訂法律大臣に任命
された沈家本が，商法草案起草を担当する志田太郎と監獄法起草を担
当する小河滋次郎を招聘し，中国の近代法の整備事業に取り組んでい
た。前で触れたようにこの二人も梅の推薦によるもので，岡田，松岡の
招聘の経験もあって，志田と小河の招聘は順調に進められた模様であ
る。志田の招聘については東京大学『法学協会雑誌』に掲載された見送
りの記事はそれに言及したので，引用しておく。
「東京高等商業学校教授兼法科大学教授法学博士志田太郎氏は今度
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愈清国政府の招聘に応じ去る９月２９日渡清の途上に上れり。清国は今や
鋭意法典編纂の大業を企図し曩に岡田博士を招聘して刑法の編纂を嘱託
し，次で松岡学士を招聘して民法の編纂に着手し，更に昨年以来商法編
纂の為め我邦商法学者を招聘せんことを希望し夙に志田博士に交渉する
所ありしに，博士は種々の事情より常に之を固辞せられたりしが，今や
清国政府の懇請と先輩及知友等の勧誘とに依り遂に決然之を快諾し，先
ず三ケ年の期間を以て岡田博士と同じく北京法律学堂の教習として商法
の講義を担任するの外，法律館に於いて清国商法編纂の大任を負担せら
るるに至れり。抑も清国に於いては数年伍廷芳等の編纂したる大清商律
なる法典なきにしもあらずのみならずと雖も，其当時松本法学士が本紙
上に之を細評せしが如く其規定宜しきを得ざるもの少しとせざるのみな
らず，今尚殆ど有名無実の法典にして清国政府は更に之が改造を企図す
るが故に，博士の斯行は風俗慣習を異にする斯老大帝国の商業取引の為
めに全く新規なる一大法典を起案すべき重任を負担せらるものにして，
吾人は其光栄の偉大なると共に亦其事業の至難なることを想はずんばあ
らず。然れども博士は曩に我商法の編纂に際し起草委員補助として既に
這般の経験に富まるるのみならず，其後欧米諸国に遊学して斯学の薀奥
を極められ，帰朝以来多年公私の諸学校に教鞭を執りて令名嘖々たる大
家なり。今其一身上の不利不便を犠牲にして敢て義侠的に斯重任を負担
せらるるに当たり胸裏必ず成算あるや素より論を俟たざるべし。只事の
成否如何は寧ろ繋がりて清国政府が博士に假すに充分なる歳月と必要な
る材料とを以てするや否やにあるが故に，吾人は清国朝野の人士が常に
博士に信頼して斯至難なる事業を翼賛するに誠実ならんことを希望する
と同時に，博士が其渾身の英気を傾注して能く清国の事情と最新の学理
とを調和せる善美の法典を完成し，以て斯の光栄なる信任と嘱望とに応
へ，之を大にしては清国の国利民福を増進するの基を開き，小にしては
我邦法学の光輝を内外に発揚せられんことを切望せずんばあらず。茲に
一言その行を送りて博士の健康を祝すと云爾。」
（４７）
と。
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また，小河滋次郎については招聘の経緯が詳しく知られていないが，
招聘契
（４８）
約と日本司法大臣宛に出された延長願の文
（４９）
書が見つかった。それ
らの文書をみれば，小河は明治４１年４月から１年半の招聘を受けて中国
に赴任していた。満期に当たりさらに半年の延長を求められ，中国で２
年間滞在していたことが分かっている。
おわりに
以上述べてきたように，修訂法律館担当大臣沈家本のリーダシップの
下に，梅謙次郎や日本政府の協力を受け，著名な刑法学者岡田朝太郎，
現職の裁判官松岡義正，商法学者志田太郎，法務事務官小河滋次郎が
相次いで中国政府の招聘を受け入れ，清王朝の法学教育及び近代的法律
の整備事業に取り組むようになった。彼らが中国に渡航したのち，どの
ような役割を果たし，近代中国の法治整備にどのような影響を残したか
について後日の調査，検証に譲りたい。
【注】
（１） 南里知樹編『中国政府雇用の日本人』（日中問題重要関係資料集 第三巻
近代日中関係資料 第Ⅱ集）龍渓書舎，１９７６年２月，第２～３頁。
（２） 国立公文書館 アジア歴史資料センター所蔵「清国駐屯司令官神尾光臣より
陸軍大臣寺内正毅宛駐屯軍報告第十七号」（清国駐屯軍司令部秘参発第１９号，
明治３９年７月９日）。
（３） 岡田朝太郎「清国の刑法草案に付て」法政大学『法学志林』第１２巻第２号，
明治４３年１２月，第１１９頁。
（４） 岡田朝太郎「清国既成法典及ヒ法案ニ就テ」法政大学『法学志林』第１３巻第
８．９号 「梅博士追悼記念論文集」，明治４４年８月，第１３１～１３２頁。
（５） 朱による上奏文の中国語原文は下記のとおりである。
「竊惟中國欲鞏固立憲法權，必先改正各國條約，欲改正各國條約，必先修明本國
法律。茲者欽奉 明旨派修訂法律大臣沈家本， 廉三等專司編纂，甚盛業也。刑
法草案業已奏陳禦覽。其主義之優美，幾駕各國刑法而上之，而
者謂與中國社會
不合，未能適用此一孔之論也。夫社會程度高者，宜以法律就社會，社會程度低者，
則宜以法律變社會，其理通於修訂各法，而於修訂私法尤以確守此義務為重要。
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泰西私法系統，皆肇源於羅馬，及其流也，則分為大陸與英美二派。英美民族純一，
程度高尚，犯罪者恥逃匿，守獄者即囚徒且俗信義，詐偽不滋，故人民習慣即為國
家法律，裁判官遇有訴訟，皆推考條理裁判，而不必拘泥於條文。歐洲大陸民族繁
雜，經變亂，程度不齊，故非網羅社會事實，去其劣者，存其良者，列為成文法
典，不足以制民情之 （左面有一言字旁）幻而其國力之恢張。意志，法蘭西其
代表也。亞洲民族程度去英美稍遠，而於法為近。中國居亞洲上腴，民族開化最
早，惟世變日亟，習俗不同，校其層級，與同洲之日本正復類似。日本自明治１５年
頒行新刑法後，２３年請法國學者草民法，國學者草商法，此二者為私法之實體法。
具稿後呈元老院，決議將奏請發布矣。忽有英美學派之法學士創議爭阻，謂法典發
布不宜太早，卒由議會奏請停止。此為英美派與法派之沖突。至２９年始敕法學博
士梅謙次郎等修正民法，３１年復修正商法，次第頒行。法典容皆尚法，而 英
美，此中國所最宜取法者也。尤有進者，各國民法商法皆系分編，其淵源因羅馬法
專重形式，而商法尤未發達，封建時代之諸侯掌握裁判權，專以復雜之形式法限制
商人，商人苦之，曾自舉裁判員立商事裁判所而編定簡易慣習法，是為商法起點。
至法王路易十四世以商事慣習編為成文法，曰商令，曰海令。拿破侖第一世手定法
典時，於民法之外立商法，即取資於商令海令，各國效之，於是兩法遂分。至就其
容論之，商法所以獨立者，專以商行為為其範圍也。商行為主營利而言，然營利
事業屬於民法者亦不少，如礦業，漁業，制造業，無論何國均不入商法範圍，海商，
船舶固宜適用海商法，然船舶斷非盡屬於商人，商事，保險應歸商法，然相互保險，
民法中亦有之。要之，民商分編實襲歐洲，沿革無理論之可言。日本修正民商法時，
梅謙次郎曾擬提議合編，以改約期近，急欲頒行而不果。中國編纂法典之期後於各
國，而所采主義學
不妨集各國之大成，為民商法之合編，亦法典事業可占優勝之
時機也。惟以法律之編別既新斯起草之人材，不能不慎。 日本法學博士梅謙次郎
曾於明治初年試漢學得高第，遊法蘭西，意志習法律學，歸授博士，手定日本民
法，商法，破法等，又設法政大學，教授生徒數千人。光緒２９年於該大學附設速
成科，以教中國官紳，親授民法，業者千余人，其功效不在法政專門科之下。臣嘗
聞其緒論頗欲救中國法權，參與法典事業，以遂其法調和，民商合編之誌。方今
修律大臣既設專官，則編纂法典應視為國家重要事件，廣攬人材，籌經費，以觀
厥成。私法尤為民事訴訟之根本，編制得宜則外國人民財權利得所保護，而後
與刑法，訴訟法一律頒行，庶幾各國領事裁判有撤回之望，中國立憲法權植不拔之
基。臣等管見所及，慮有未當，可否懇恩飭下修律大臣參酌。臣
電咨出使日本大
臣聘法學博士梅謙次郎為民法商法起草員，而以中國法學生參議其側，用法律變社
會主義不重習慣而重成文，采法兩國派學
，不主分編而主合纂。中國國家之幸，
亦中外臣民之幸也。」
（６）「梅博士と清国法典」『東京朝日新聞』明治４１年３月３１日，第四面。
（７）「清国法制調査委員の渡来」『法律新聞』第３７４号，明治３９年８月３０日。
（８）「清浦男爵の清国法律取調委員招待」『法律新聞』第３７９号，明治３９年９月２５
日。
（９）「清国公使館における司法幹部に対する慰労会」『法律新聞』第３９６号，明治
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３９年１２月２０日。
（１０）「嗚呼法学博士梅謙次郎先生」東京大学『法学協会雑誌』明治４３年第９号，
第２８巻，第３頁。
（１１）「帰朝せる梅博士の清韓談（上）」『法律新聞』第３８６号，明治３９年１０月３０日。
（１２）「漫遊中の梅博士」『法律新聞』第３７７号，明治３９年９月１５日。
（１３）「法律館請代發駐日本楊大臣轉董康電（光緒３２年５月２６日 １９０６年７月１７
日）」中國第一史 案館：『法律大臣等為聘請日本法律教習致外務部駐日出
使的片，電』（外務部２３０３號）。
（１４） 吉野作造「清国における日本人教師の現在及将来」『新人』明治４２年３～４
月号，田中惣五郎『吉野作造』所収，南里知樹『中国政府雇用の日本人～日本
人顧問人名表と解説～』（近代日中関係史料第Ⅱ集）１９７６年２月，第１７頁。
（１５）「法律大臣請代發駐日本楊大臣電」（光緒３２年７月１５日潛字３３８號 公１９０６
年９月３日）。
（１６）「法学博士岡田朝太郎氏」『法律新聞』第３７７号，明治３９年９月１５日。
（１７） 以下は中国語で作成された契約の全文である。
大清國
欽差出使日本國大臣楊樞 代
欽命修訂法律大臣沈家本，伍廷芳聘訂
大日本東京帝國大學法科大學教授，法學博士岡田朝太郎為
北京法律學堂教習兼
欽命修訂法律館調 員所有合同條款開列於左
第一則 該員到中國後應受法律學堂監督節制，遵守奏定學堂章程及本學堂章
程教習應照各條，並遵修律大臣命令，從事法律館所囑托調 改良法
律事宜。此外民商等法遇有囑托亦應竭力襄助。
第二則 該員在學堂教授刑法及刑事訴訟法，按照本學堂學期授業預定表及時
刻與各教習分任課目。
第三則 該員應受薪水分列如左。
一 由法律學堂月致送薪水銀圓六百圓。
一 由法律館月致送薪水銀圓二百圓。
一 本學堂法律館未備該員居住相當官房，月 送房租銀圓五十圓，但住房
未滿一個月須按日扣算。
以上三項已到北京之第二日起算，按照中國於月月底致送。所有食膳車
馬雇役一切費用及住房 椅等件由該員自理。
第四則 本合同以滿三年為期限，限滿續訂與否由本學堂及法律館臨時酌定。
第五則 該員如未經修律大臣及法律學堂監督許可，接連一月未能從事第一則，
第二則所職務時薪水減半，再接連曠課二月，則本合同作廢。
第六則 該員非有疾病及意外事故不得於合同期限籍端辭職，如或自願解職，
須於三個月前預先聲明，不得臨時告辭。
前項自行辭職不得要求川資。
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第七則 本學堂及本館除因該員有違背合同及曠課滿三個月可將該員辭退外，
不得於合同期限無端解約。
但本學堂及本館如有意外事故不能履行合同之時可臨時將該員辭退，除送川資
銀圓四百圓外， 送六個月薪水以示格外優待之意。
第八則 該員自照本合同應聘後，當於起程來中國時致送川資銀圓四百圓以為
一切旅費。
如合同期滿不再續訂，歸國時亦致送川資銀圓四百圓。其常年暑假年假時旅行
歸國等費，由該員自理。
第九則 該員在合同期限非經法律大臣及監督許可不得兼他業，亦不得在外
收生徒。
第十則 本合同分繕漢文四，署名蓋印，一存該員，一存使署，一存法律學
堂，一存法律館，以昭信守。
第十一則 本合同中如有未盡事宜，俟該員到北京後與修律大臣隨時商訂。
附則
本合同所稱銀圓系為重庫平七錢二分之中國現行銀圓。
大清國欽差出使日本國大臣楊樞 代署名
欽差修訂法律大臣沈家本，伍廷芳 訂
大日本國東京帝國大學法科大學教授，法學博士岡田朝太郎 署名
光緒３２年７月２６日
明治３９年９月１４日
「岡田朝太郎の清朝京師法律學堂教習應聘の契約」外務省外交資料館所蔵外務
省記録『外國官庁ニ於テ本邦人雇入関係雑件 清國ノ部』（自明治３５年５月か
ら）第４巻 ３―８―４―１６―２
（１８）「法律大臣請代發駐日本楊大臣電」（光緒３２年７月１９日４４８號 公１９０６年９
月７日）。
（１９） ついでに，豊島は明治４０年３月大審院検事に補せられ，司法省参事官を兼任
し，民刑局兼務を命じられた。同年６月に刑法施行法起草委員を命じられた。
４１年５月刑事訴訟法改正案起草委員，刑事訴訟法改正主査委員（４１年１１月）を
委嘱された。明治４３年法学博士号を授与された。明治４４年４月司法省参事官兼
検事に任じ，大正３年６月司法省法務局長に任じ，同４年７月高等官一等に昇
進し，同８年４月官制改正とともに司法省刑事局長に任じた。同１０年６月再び
検事に任じ，東京控訴院検事長に補せられた。同１２年１０月判事に任じ，大審院
部長に補せられ，昭和５年１０月死去に至る。
（２０） 矢野招聘に関する中国語で作成された契約の内容は下記の通りである。
大清國京師大學堂總監督兼教習進士館監督張亨嘉延聘
大日本國文學士矢野仁一為教習進士館史輿地科教習所有合同條款開列於左。
一 本館聘請教習訂立合同該教習到華後一應授業事宜應受監督節制，按照學期編
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排課程由教務提調核定理，其有該教習意見或就商監督，或由教務提調轉達以
歸劃一。
一 該教習到華後由本館發奏定章程及各種章程條規一給該教習 看，該教習須
一律遵守不得違背以紊定章。
一 本館現在開伊始，一切章程條規未及全備，尚須陸續修訂，其自該教習到華
後陸續修訂之章程條規該教習須一律遵守，不得 異。
一 該教習擔任史輿地學專科，其如何分年分類教授之處，該教習到華後應按本
館所定學年洋分子目編學期之授業預定表，一律交由教務提調切實互商妥訂，
再呈監督核準，按表遵。至一學期畢後須照所授學業編成授業報告書，亦交
教務提調轉呈，備核斯教者學者循途守轍，方有成績可 。
一 該教習日授課至少須及四點鐘，以本館鐘點為準（入堂出堂不得短少時刻）。
一 教授學生須盡心指授不厭煩瑣，質問務期學者明白曉暢而後止。如講堂功課學
生尚未盡明曉之處，得赴該教習住舍質疑請問以求詳盡。
一 該教習薪水自到京之第二日起按中國月月支給中國銀圓三百六十圓（不以
日本金圓扣算），所有夥食傭工養馬及其他一切費用均在其。惟本館未備該教習
居住官房以前，月 支房租中國銀圓肆十五圓，但住房未滿一個月，須按日扣
算。將來備有官房以後即應一律住館，所有 支房租一項即行停止。所備官房有
應修理之處，本館理應修理，惟該教習不得任意挑剔房屋之式樣或添蓋等事，除
必需應用器具外，亦不得任索家具陳設鋪 等物。
一 該教習由本國來京應用川資中國京平銀貳佰五十兩，挈眷者加支壹佰五十兩。
一 該教習薪水本館於華月底致送，如不足一個月則按日扣算。
一 該教習到堂後以三年為限，期滿時返國川資亦照來時川資支給，如彼此願留或
一年或三年，再行議訂，訂準聯則返國川資應俟續訂期滿返國時再行支給。
一 該教習如因病不能教課盡合同所載之責任過十五日以上者，須自請人權代，
其所權代之人是否勝任應由監督考 認可，其代理期薪水由請代者自與訂給。
一 該教習如因疾病不能教課竟無法自請代理，則從第十六日起扣除薪水二分之一，
以為本館代為延聘代理之費。
一 如三個月以上該教習仍不能教課，即將此合同作為廢紙。
一 遇有該教習實系患病自請告退，經教務提調呈由監督驗準，照第八款支給川資；
為別項事故告退，或因不遵守合同 違背本館已訂及續訂一切章程條規辭退，則
不給川資。
一 該教習除患病告退外，如因別項事故起意辭職，必當於三個月前告知，以便
延他人繼席。
一 該教習在合同限不經監督允許不得營利別圖他業，並不得私自授課他處學生，
致荒本館正課。
一 該教習如無過失，本館於合同限或將該教習辭退，除應支返國川資外支給三
個月薪水。
一 凡本合同未盡諸事宜皆包括於本館奏宣章程及一切章程條規並日後續修章程條
規之中，該教習詳 遵守亦與本合同所訂各條無異。
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一 本館延聘如國各科學教習，無論各該教習同國異國，其應聘前來原屬先後差池，
所訂合同自不一律，各該教習各循所訂合同理，不得援他合同 異之處以為口
實。
一 此項合同系用漢文，共二紙，各執一紙為據。
大清國出使日本國大臣楊代
大清國京師大學堂總監督兼教習進士館監督張亨嘉訂
大日本國文學士矢野仁一
保證人嚴谷孫藏
光緒三十一年二月日
明治三十八年三月日
『矢野仁一應聘中國教習的合同』（国立公文書館・アジア歴史資料センター所蔵
『東京帝国大学文科大学助教授矢野仁一清国政府ノ招聘ニ応ジ報酬ヲ受クルノ
件』国立公文書館・公文雑纂，明治３８年，第９９巻，文部省・農商務省一。レファ
レンコード：A０４０１００９１５００）
（２１）「法律大臣請代發駐日本楊大臣電」（光緒３２年７月２９日潛字７２０號 公１９０６
年９月１７日）。
（２２）「帰朝せる梅博士の清韓談（上）」『法律新聞』第３８６号，明治３９年１０月３０日。
（２３） 松岡義正との契約内容は下記のとおりである。
「大清國欽差出使日本國大臣楊樞代
欽命修訂法律大臣沈家本，伍廷芳聘訂
大日本國東京控訴院部長判事法學士松岡義正
為北京法律學堂教習所有合同條款開列於左
第一條 該員到北京後，應受法律大臣及法律學堂監督節制，遵守奏定章程及本學
堂章程教習各條理。
第二條 該員在學堂教授民法，商法，民事訴訟法，按照本學堂學期授業預定表及
時刻與各教習分任課目。
第三條 該員薪水自到北京之第二日起算，按照中月支給中國銀圓六百圓，於
月底致送。所有食膳車馬雇役家具一切費用由該員自理。不足一月者按日扣
除。
本學堂未備該員居住相當官房以前月致送房租銀四十五圓，該員自行租屋居住。
第四條 本合同以滿三年為限滿，續訂與否本學堂臨時酌定。
第五條 該員如因疾病不能從事第二款所載之責任過三十日者，則從三十一日起算
扣去薪水二分之一，再接連二月不能從事，此合同作廢。
第六條 該員非有疾病及意外事故不得於合同期限籍端辭職。如或自願辭職須於
三個月前申請法律大臣認可。
前項自行辭職不得要求第八條第二項之利益。
第七條 本學堂因該員有違背合同及因病曠課滿三月可將該員辭退外不得於合同限
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無端解約。但本學堂如有意外事故不能履行合同之時可臨時將該員辭退。
除按照第八條第二項致送川資外 送六個月薪水以示優異。
第八條 該員自照本合同應聘後，當於起程時致送川資銀三百五十圓。如合同期滿
不再續訂，歸國時致送川資三百五十圓。其尋常年假，暑假回國或旅行時
由該員自理。
第九條 該員在合同限非經法律大臣及監督許可不得別兼他業。
第十條 本合同分繕漢文三，署名蓋印，一存使館，一存法律學堂，一存該員，
以昭信守。
付款 本合同所稱中國銀圓系為庫平重七錢二分中國現時通行之龍圓。
如有未盡事宜由法律大臣隨時更定。
大清國
欽差出使日本國大臣楊樞代
欽命修訂法律大臣沈家本・伍廷芳訂
大日本國東京控訴院部長判事法學士松岡義正
光緒三十二年八月二十九日
明治三十九年十月十六日」
（２４） 詳しいことは星野通『明治民法編纂史研究・日本立法資料全集 別巻３３』信
山社出版，平成６年１１月復刻版第一刷，第一部論文編を参照されたい。
（２５）「法典調査会規則」法務大臣官房司法法制調査部監修『日本近代立法資料叢
書２８』商事法務研究会，昭和６１年１２月，４２～４３頁。
（２６） 内閣令第六号「改正法典調査会規程」（明治３４年７月１０日）法務大臣官房司
法法制調査部監修『日本近代立法資料叢書２８』商事法務研究会，昭和６１年１２
月，１５頁。
（２７） 前掲書，１３頁。
（２８） 星野通『明治民法編纂史研究・日本立法資料全集 別巻３３』信山社出版，平
成６年１１月復刻版第一刷，１６２頁。
（２９） 法務大臣官房司法法制調査部監修『日本近代立法資料叢書２８』商事法務研究
会，昭和６１年１２月，５０～５９頁。
（３０） 前掲『日本近代立法資料叢書２８』１３７～１３９頁。
（３１） 前掲『日本近代立法資料叢書２８』１４６頁。
（３２） 前掲『日本近代立法資料叢書２８』１４８～１５０頁。
（３３） 前掲『日本近代立法資料叢書２８』１５７～１６０頁。
（３４） 前掲『日本近代立法資料叢書２８』１６２～１６５頁。
（３５）『帝国法曹大観』大正４年出版，松岡義正条参照。
（３６）「清国の招聘と松岡義正」『法律新聞』明治３９年１０月２０日。
（３７） 陳『清末新政中的修訂法律館』中国政法大学出版社，２００９年２月，第２３９
頁。
（３８） 上奏文は『光緒朝東華録』第５巻，総５５０４～５５０６頁を参照されたい。
（３９） 陳『清末新政中的修訂法律館』中国政法大学出版社，２００９年２月，第１９８～
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２１０頁。
（４０） 詳しいものは上海商務印書館編訳所編纂『大清新法令１９０１～１９１１』（点校本）
商務印書館，２０１０年１１月，第１巻，第４２０～４５６頁を参照されたい。
（４１）『光緒朝東華録』第５巻，総５５０６頁。
（４２） 苑書義，孫華峰，李秉新主編『張之洞全集』河北人民出版社，１９９８年８月，
第三冊，第１７７２～１７７５頁。
上奏文は中国語で次のように書かれている。
「……綜核所纂２６０條，大率采用西法，於中法本原似有乖違，中國情形亦未盡合，
誠恐難挽法權轉滋獄訟，……乃 本法所纂，父子必異財，兄弟必析，夫婦必分
資，甚至婦人女子責令到堂作證，襲西俗財之制，壞中國名教之防， 男女平等
之風，悖聖賢修齊之教，綱淪法，隱患實深。……在法律大臣之意，變通訴訟制
度，以冀撤去治外法權，其意固亦甚善，惟是各國僑民所以不守中國法律者，半由
於中國裁判之不足以服其心，半由於中國制度之不能保其身家財，……而謂變通
訴訟之法，即可就我範圍，彼族能聽命乎？……近年與英，美，日訂立商約，彼國
雖允他日棄其治外法權，然皆聲明俟 悉中國律例情形，審斷法及一切相關事宜
皆臻妥善等語。是以失之法權，不能僅恃本法為挽救，其理甚明。所謂“一切相關
事宜皆臻妥善”十字，包括甚廣，其外貌則似指警察完備，盜風斂 ，捐 平允，
民教相安等事，其實則專視國家兵力之強弱，戰守之成效以為從違。觀於日本實行
管束外國商民，實在光緒二十年以後，可以曉然。若果不察情勢，貿然舉行，而自
承審官，陪審員以至律師，證人等無專門學問，無公共道，驟欲行此規模外人貌
合神離之法，勢必良儒冤抑，強暴縱恣，盜已起而莫懲，案久懸而不結，此臣所謂
難挽法權而轉滋獄訟者也。且西洋各國皆先有刑法，民法，然後有刑事，民事訴訟
法。即日本維新之初，亟亟於編纂法典，亦未聞訴訟法首先頒行，如刑法及治罪法
施行於明治十五年，舊民法及民事訴訟法公布於明治二十三年是也。……今日
修改法律，自應博采東西諸國律法，詳加參酌，從速厘定，而仍求合於國家政教大
綱，方為妥善法。律條訂定以後，在將刑事，民事訴訟法妥為議定，則由本及支，
次第秩然矣。……」
（４３） 丁賢俊，喩作風『伍廷芳評伝』人民出版社，２００５年１２月，第２４２～２４５頁。
（４４） 陳『清末新政中的修訂法律館』中国政法大学出版社，２００９年２月，第２０８
頁。
（４５）『光緒朝東華録』第５巻，総５５６４頁を参照されたい。
（４６）「明治四十年公文雑纂（司法省，文部省，農商務省）巻十九」２A―１３―１０３５
「該員除充當教習外，自光緒３３年１１月１日起並兼欽命修訂法律館調 員，應遵
修律大臣命令從事法律館所屬托調 民法事宜外，商法訴訟法等遇有屬托亦應竭
力襄助，月致送銀圓二百圓。」
（４７） 「志田博士の渡清」東京大学『法学協会雑誌』明治４１年第２６巻第１０号第２８８頁。
（４８） 監獄事務官法學博士小河滋次郎聘用合同容の要項は下記の通りである。
「任務北京法律學堂教習兼法律館編纂監獄章程調 員
期限 滿一年六個月
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報酬 由法律學堂月致送薪水銀圓六百圓
由法律館月致送津貼銀圓二百圓
此外，月 送房租銀圓五十圓
旅費 往復各銀圓四百圓
明治４１年４月１日」
（４９）「明治４２年 公文雑纂（司法省文部省）」１７巻。国立公文書館所蔵，H１８，
１１，１６ ２A―３―１１２１。
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